平成１９年度　第４回
広島市国民健康保険運営協議会
議 　事　 録

広島市社会局保険年金課

　日　　時　　　平成２０年３月２８日（金）　　午後３時３０分～午後４時５０分

　

　場　　所　　　広島市役所議会棟　４階　全員協議会室

　

　出席委員　　　吉岡・前田・植田・秦・森・岸下・長﨑・大久保・土江・永野・前新

　　　　　　　　　　                            　　　　　　　　　以上１１名

　欠席委員　　　都留・井上・橋本　                          

以上　３名

　事務局　　　社会局長・社会局保険担当部長・保険年金課長・課長補佐(事)管理係長・課長補佐（事）保険係長・主査  　　　　　　                         

 以上６名
平成１９年度　　第４回　　広島市国民健康保険運営協議会

事務局（塩満課長）　第４回目の、広島市国保運営協議会を開催させていただきます。本日、都留会長が所要のためご欠席されておりますので、広島市国保規則第２条第２項の規定に基づきまして、吉岡副会長に職務を代理していただきます。それでは、副会長、よろしくお願い致します。
吉岡副会長　皆さん、今日は、吉岡でございます。どうぞよろしくお願い致します。都留会長のようにはいきませんが、ご協力のほどよろしくお願い致します。それでは、先ず初めに委員の交代について、事務局からの説明をお願い致します。
事務局（塩満課長）　失礼致します。座ったままで失礼させていただきます。本日お配りしております会議次第の２枚目をご覧いただけますか、資料１として、協議会委員異動名簿というのをお示ししております。保険医・保険薬剤師代表と致しまして、山肩委員が退任されまして、後任として、大久保委員にご就任いただいております。ご紹介させていただきます。

大久保委員　広島市医師会理事の大久保です、よろしくお願いします。今日、ちょっとお詫びなのですが、診療を途中で抜けて参りましたので、長﨑副会長と交代させていただきますので、どうぞ、よろしくお願い致します。
吉岡副会長　よろしくお願い致します。

事務局（塩満課長）　事務局のほうからは以上です。

吉岡副会長　それでは議事に入りますけども、今日の議員定数１４名中、出席委員１０名でございます。委員定数半数以上の委員の出席ということで、定足数を満たしておりますので本日の会議は成立いたします。早速議事審議に入りたいと思います。今日の傍聴の方はいらっしゃいませんですね。それでは議事１の国民健康保険料所得割の算定方式について、事務局から説明を求めます。

事務局（塩満課長）　失礼致します、先ほどの資料をもう１枚おめくりいただきまして、資料２としまして、広島市国民健康保険料（所得割）の算定方式についてということでお示ししております。これは市としての方針を前回お示しして、ご議論いただきますということで申し上げさせていただきました。市の方針を書いております。確認の意味も含めまして、もう１枚おめくりいただけますか、参考１として、横にしていただいて、そちらに国民健康保険料の算定方法ということで、この概略を説明させていただきながら、賦課方式の違いというのを、改めてと申しますか、ご理解いただいているとは思うのですが、その確認を先ずさせていただきたいと思います。
　先ず、この資料を左側の上から下へ見ていくのですが、国民健康保険というのは、あくまで医療保険ですので、先ず、その年度に必要となる医療費を見込みます。直近の医療費データを基にして、過去の医療費の動向ですね、こういったことを勘案しながら、その年度に必要となる医療費を先ず見込みます。

で、その医療費に対して負担率は決まっていますので、国・県の支出金、あるいは、市の一般会計からの繰入金、患者の皆さんが医療機関の窓口で支払われる一部負担金、これを除いたものが保険料となります。これはもう機械的に決まってきます。この保険料を所得といいますか、負担能力に応じてご負担いただく所得割、これが広島市の場合５０％、負担能力とは関係なく、被保険者数に応じて等しくご負担いただく均等割、世帯ごとにご負担いただく平等割、この３つに分けて賦課しています。
　今日、ご議論いただくというか、見直しをしていたのは、このうちの所得割の部分です。所得に応じて負担していただく、この部分について見直しを行なってきました。この下にいくわけですが、所得割保険料の算定方法としては網掛けになっています。一番左の端ですけども、旧ただし書き方式というのと、本文方式、住民税方式、この３つの方式があります。この３つに付きましては、国民健康保険法の施行令というのがございまして、そちらで具体的に、こういった３点方式が示されております。で、それぞれの医療保険者は、この算定方法のうちいずれかを任意に選択する、それで保険料を算定しなさいというふうになっています。ですから、逆にいうとこれ以外のオリジナルの算定方法はないということになります。国民健康保険料は、あくまで、この３つの内のいずれかの方法で算定するということになっています。
　それぞれの概略に付きましては、左から右へ今度は見ていただくのですが、先ず最初は旧ただし書き方式ですが、総所得金額から基礎控除、具体的には３３万円ですが、これを控除、差し引いた額、これを旧ただし書き所得と呼んでいます。これに保険料率をかけて所得割保険料を求めるというのが、旧ただし書き方式です。ですから、基礎控除を除いて、旧ただし書き所得の残る方、これがゼロになれば幾ら料率をかけてもゼロですから、賦課されませんので、旧ただし書き所得が１円以上ある方に所得割保険料をご負担していただくというものが旧ただし書き方式です。
これを広島市で見てみますと、右側に広島市国保に置き換えた場合のあれがあるのですが、今、広島市の国保の世帯数は２１万５千から６千世帯があります。この内、この旧ただし書き所得の残る方が全体の約６２％ですね、当然所得の高いほうから低いほうに向けて、約１３万３千世帯になりますが、広島市でいうと、所得割保険料２１万５千世帯があるのですが、その内の約６２％の世帯で、所得割の保険料を負担していただきましょうというのが旧ただし書き方式です。
その下の中段にあるのが、本文方式と呼んでいるもので、この旧ただし書き所得から、更に各種控除、配偶者控除とか、社会保険料控除、障害者控除など、いろんな控除がありますが、その控除を除いたもの、これは課税所得にあたるわけですが、この控除をして、何がしかの金額が残る方で、所得割の保険料を負担していただくというのが本文方式です。これを広島市に置き換えますと、全体のちょうど半分ぐらいになります。１０万８千世帯でご負担していただくというものが本文方式です。
その下へいって、広島市が今、採用している賦課方式ですが、住民税方式、この課税所得に更に住民税率、広島市の場合は市民税所得割をベースにしておりますので、市民税率をかけて出てきた市民税所得割額を基に保険料を算定する、この方法です。ただ、今、この市民税率のところの吹き出しで書いていますが、今年度税率のフラット化というのが行なわれました。これまでは所得に応じて傾斜が付いていたのですね、市民税でいいますと、３％、８％、１０％と所得に応じて傾斜があったのですが、これが一律になりました。だから、今の時点でいうと、本文方式と住民税方式、この２つにはもう変わりはありません。そもそも賦課する世帯数、これも控除するわけではなくて市民税率をかけるだけだったので、対象世帯数は変わらなかった。ただ、その所得に応じて傾斜が付いている分、更に所得を配慮した形になっていたというのが住民税方式です。ただ、この分では、現時点では、ここに３つ示していますが、下の２つは同じです。だから、現段階、国民健康保険法施行令というのはそのままになっておりますが、現段階では旧ただし書き方式と住民税方式、この２つの賦課方式があると思って下さい。
今、こういう流れでお示したのですが、それぞれの特徴が、この賦課方式違いで出てきます。一番右側に、それぞれ負担していただく世帯数を書いていますが、旧ただし書き所得に比べて、本文方式、住民税方式の場合は賦課される対象の世帯数が少ないですから、賦課される世帯の負担は若干高くなります。だから、所得が月々高い方は特に問題ないですが、中間どころの方、こういった方は旧ただし書き所得に比べた場合は若干高い負担になるということがあります。
逆にこの旧ただし書き所得の場合は、広く負担していただきますので、所得の低い方、例えば、住民税方式だったら賦課されない方が、新たに賦課されるということがあって、より所得の低い方にとっては旧ただし書き所得はきつい賦課方式になります。そういった所得に応じての負担のバランスが、旧ただし書き方式と住民税方式とでは違ってまいります。それと、吹き出しで書いているのですが、二番目の各種控除のところから吹き出しで、１７年度には配偶者特別控除対象者の縮小であるとか、１８年度には老年者控除の廃止であるとか、こういった税制改正が最近、随分行なわれてきました。
これを見てもらうと分かるように、旧ただし書き所得の場合は、各種控除のところは幾ら触られても影響はまったく受けないのです。この控除の影響、各種控除を触られても、その下にある市民税率を触られても、旧ただし書き所得の部分は変わらないので、旧ただし書き所得はこういった税制改正の影響を受けにくいというものがあります。まったく受けないわけではないのですが、例えば、給与所得控除であるとか、基礎控除であるとか、そのそもそもの部分がもし触られた場合には旧ただし書所得でも影響を受けます。ただ、こういった税制改正はあまりありませんので、旧ただし書所得はあまり税制改正の影響を受けないというメリットがあります。
それに対して住民税方式は、こういった改正が行なわれた場合には影響を受けてしまう、所得が変わらないのに、実際に保険料を算定する場合の基礎額が変わってしまうので、影響を受けるという特徴があります。こういった特徴を踏まえまして広島市としてどうやっていくのか、というのと、もう一つ参考にしたのが、もう一枚おめくりいただけますか、以前もお示ししたのですが、では、具体に、所得だとか、世帯の人員によって、どういう形で影響を受けてくるのかというのをお示ししたのがこの表です。上の４つが６５歳未満の世帯で、お一人の世帯から、２，３，４人という世帯数に応じた収入金額を並べております。下の２つは６５歳以上の方、主に年金収入になろうかと思いますが、６５歳以上の方の単身の場合と二人世帯を並べています。これを見ていて、一番右の１９年度がありますが、そこで現在の広島市の賦課方式、住民税方式ですね、これで算定した保険料が現行（Ａ）です。これに対して、これを旧ただし書所得で計算した結果がその隣にあります。で、差し引きを一番右に掲げております。ざっとみていただいて、差し引きのところでプラスになっているのは、旧ただし書にすると保険料が上がりますということです。目立ちますが、黒の三角を打っているのは旧ただし書より逆に保険料は安くなりますという部分です。
これをざーとみていただくと、所得が低くて、例えば、世帯数が多くなる場合、世帯数が多いということは控除の対象になりますから、世帯人員が多いとですね。だから、所得が少ない方、あるいは、世帯人員の多い方、これは旧ただし書にすると随分保険料が上がるということになります。この部分に付いては年齢で分けていますが、６５歳未満であろうと６５歳以上であろうと同じ結果になります。こういった個々のご負担の状況と、先ほどの賦課方式による特徴、それを含めて、市としてどうするのかというのを検討して参りました。その結果は２枚戻って資料２として書いてあるのが、広島市としての方向づけたのをワンペーパーにしたものです。ここに書かせていただいたのは、今、ほとんど喋ってしまったのですが、現況のところは、まさに今賦課方式の説明をさせていただきました。問題点というところも、メリット、デメリットをご説明させていただきました。
その中で説明がなかったのでいえば、ほとんどの保険者は旧ただし書方式を採用しているのです。広島市は少数派です。ここにありますように、全国に今１千８００ぐらいの保険者があると思いますが、市町村国保もありますが、その内の３９都市というふうになっています。％でいうと、９８％対２％という状況の中で、大勢は旧ただし書方式にあるわけです。ただ、ここで書ききれてはないのですが、人数にするとここまでの差はないです。東京都２３区はすべて我々と同じ住民税方式を採っていますし、大きな横浜であるとか、名古屋であるとかそういうところも住民税方式を採用しています。だから、人数で置き換えるとここで程の差はないのですが、医療保険者でいうと９８対２という状況がある。こういう状況の中で広島市としても、最近我々と同じ住民税方式から、旧ただし書方式に変えられた都市もありますので、これで今後続けていっていいのかということで、広島市の中の行革計画というのがあるのですが、そちらのほうに、この見直しについて検討するということを掲げまして、検討して参りました。
前回は皆さんに充分ご議論いただく時間がなく申し訳なかったのですが、もう一回前には少しお話を伺わせていただいたりしながら、我々として出した結論が３として書いております。本市の対応方針ということで、ながなが説明しましたが、結論は現行どおりということにしたいというのが市の結論です。
もっとも大きな理由というのが①のところで、それぞれの都市の事情がありまして、広島市の場合には、賦課割合、先ほどいいました５０％、４０％、１０％、と言いましたが、この賦課割合を１６年度から３年かけて変えて参りました。所得割の賦課割合を段階的に引き下げてと書いていますが、逆にいうと均等割の部分、先ほど４０％といいましたが、均等割は１５年度までは３０％だったのです。負担能力に関係なく等しく負担していただくというのが、従前は３０％できたのですが、段階的に４０％まで引き上げてきました。ということは、所得がなくてもこの部分は負担していただくということで、低所得の方に負担を求めてきています。で、こういった状況の中で更に先ほどもご説明させていただきましたが、低所得の方に負担を求めるというのは適当な判断ではなかろうということで、従来どうりの賦課方式で、今後、未来永劫というわけではありませんが、当面、現在の賦課方式を継続していきたいというふうな結論を出させていただきました。
前回のとき、先ほども申し上げましたが、五時過ぎて最後にこの説明をさせていただいて、充分にご議論をいただけなく、大変ご迷惑をおかけ致しました。その後、市としても検討してきて、こういう結論に至ったという中で、本日はこのテーマにしぼって、運営協議会を開催させていただいておりますので、委員の皆さんの忌憚のないご意見をいただいて、もし修正が必要なら、正直に申し上げてこの方針は市長まで挙げて、これでいきましょうという方針は了解を得ています。ただ、運営協議会を軽視するものではございませんので、本日いただいたご議論を踏まえて、再度検討が必要であれば検討もいたしますし、そういったスタンスで忌憚のないご意見をいただければと思います。以上です。
吉岡副会長　有難うございました。ただ今の説明に対してご質疑、ご意見はございませんでしょうか

秦委員　議論をしていただく前に、私のほうで保険年金課の皆さんに資料をお願いしているのがあるので、それを皆さんに配っていただいて、それを見ていただいて、議論していただければと思うのですが、いかがでしょうか

吉岡副会長　皆さん、いかがでしょうか、そんな意見がでていますが、よろしいでしょうか
事務局（塩満課長）　中身はこの賦課方式に係わりますか、を決めるときに必要であれば会長さんの判断で・・・

秦委員　前回もどうするか、今、結論を述べられましたのであれですが、前回、中途半端になっておりました今の国保料の納入について、今現在の滞納とか、資格証とか、短期証とか、今現在、広島市の保険加入者がどういう状態になっているかという資料を出していただきたいということで、途中やめになっておりましたので、その辺で資料を先ず配っていただいて、それから議論していただければ、もっと良く分かるのではないかと思います。

長﨑委員　たぶん、秦委員が言われているのは、もっと根本的なところの話、いつも言われている話だろうと思うのです。ですから、それはその他のところでやっていただければと思うのです。この話について、前回も最後の最後に残ってしまって、あまり説明せずに・・それで一番僕が心配していたのは、もともとのやり方ではなく、変えていくという方向になったときに、中間所得者の方々の賦課が増えるということを、僕自身は心配していたのですが、一応こういう方式でやられるということであれば、僕としてはまぁいいのかなぁという思いはしております。ですから、先ずこのことを片付けないと、全く別の話をされて、秦委員が言われていることは僕は半分は賛成ですが、そのことの話は付帯決議なり、何かの形でつけていただくという形にしたほうが、先ずはこれを片付けてからにしていただいたほうがいいのじゃないかと思うのですが・・
吉岡副会長　よろしいですか、他の委員の方、これで、長﨑委員の言われるようで・・では、そのようにさせていただきます。他にご意見はありませんか

土江委員　この決定事項は賛成です。もともと国民皆保険は相互扶助の精神ですので、家族が多いということは、それだけ医療機関に係わるチャンスが多いということですので、そういう人たちが医療現場で当日の窓口負担も払う、保険料も賦課額が上がるということは、非常に相互扶助と反することですので、この住民税の継続というのは非常に良い判断だと私は思います。
吉岡副会長　はい、他にはございませんか・・いかがですか・・・それではご意見がございませんようですので、議事１の国民健康保険料所得割の算定方式については、本運営委員会と致しましては賛同を得たものと致します。よろしいでしょうか・・はい、有難うございました。それでは、その他に参りたいと思います。意見がございましたらお受け致します。
長﨑委員　先ほどの秦委員の資料をここでいただければ・・・

吉岡副会長　資料を出してもらってもよろしいでしょうか、皆様・・よろしくお願い致します。

秦委員　それでは、時間をとっていただきまして有難うございました。今お配りしている資料は、広島市の保険加入者の資格証、短期証が１枚目、それから、広島市の保険に入っておられる方の所得がどういう状態になっているかという資料を出していただきたいということで、２枚目の所得額の段階別調べということで出していただきました。３枚目は昨年の滞納している、今、大体１９％ぐらいの方が滞納していると思うのですが、その方がなぜ滞納しているかということで、その理由を書いていただきました。これを見る限りにおいては、生活困窮であるという方と事業不振というところでほとんどの方が占めている状況です。最後に、広島市はなぜこんなになっているのかということで、一般会計からの繰入金の状況を、他の政令市と比較で出していただきました。
前回は皆さんの中で見ていただいたと思うのですが、１月２１日に放映されたＮＨＫのクローズアップ現代で、これはＮＨＫが独自に調べた資料で『命が守れない』という全国国保世帯、２千２５０万世帯の内、今、資格証明書が交付されているところが、３４万世帯あるということのようなのです。資格証明書を特に多く出しているのが、三重県、広島県、福岡県、栃木県、和歌山県、その中で、資格証明書で亡くなっている方が一番多いのが広島県の１８人で、その取材が入って、安佐南区にお住まいの４０代の方が、資格証明書でクモ膜下で亡くなったということで、私も大変衝撃を受けました。
広島市は他に比べても、私たちの交渉で機械的に出さないということも踏まえ、また、国保を良くする会でも、その辺を、これは交渉で昨年の４月１９日、２０日に滞納世帯について、機械的に資格証明書を出さないようにということで、これは保険年金課から各区役所に通知を送っていたにも関わらず、これはちょっと前の分で亡くなっている状態が起きているということで、私も国保に関係する１人の委員として、多くの方から、広島市は大変ひどいところだねということを聞いて、胸がつまりました。その辺で、なぜこの命が守れなかったかということで、実はその辺で上手くなったのかと思って安心していたのですが、実は昨日３月１７日に、西区にお住まいの５０代の男性ですが、この方も資格証だったのです。今まで元気だということもあって、なかなか保険料が払えないから、病院にもほとんど行ったことがなかったのです。
ところが３月１６日に突然に吐血ですか、血を吐きまして、それでも保険証が無いから病院には行かないと言っていたが、翌日にすごく出血して、救急車で舟入病院に運ばれました。その時もその方は自分は保険証が無いから行かないと言ったが、救急車の方が病院にも、広島市にも言ってあげるから大丈夫だからと緊急入院をされました。その後私に連絡がありまして、舟入病院ですから、その辺は資格証だけど、病気だから、すぐに保険証をとってくれているのかなぁと思って伺ってみたら、結局１０割を払う段取りを舟入病院ではしておりました。なかなか払えないだろうからと分割にはしてくれていたが、この方が言われるには、たまたま私どもが配っているチラシを持っていて、連絡をいただいたのですが、１０割といえばほとんど払えません。払えなくてこれから通院になっても、お金が払えないと病院にも行けません。すると、また同じことが起こる可能性が多分にあるわけです。
そういう点では、今回、このＮＨＫを見て、秋葉市長もこの辺は何とかしないといけないと言われているようですが、その辺は今どのように変わってきたのか、その辺を説明していただきたいのと、もう一つは、私もびっくりしたのですが、舟入病院に緊急に子どもを夜連れて行ったりするわけですが、ここにはソーシャルワーカーが居ないそうです。聞いてみると、事務局のもとケースワーカーだった人が、合間を見ては、そういうのを聞きつけるとそういう相談にのるということで、こういう大きなところにソーシャルワーカーがいない、そして、病院の窓口は全部民間に委託している、そういう点では、先ほどの血を吐いて緊急入院した方もいろいろ相談しても、結局たくさんお金を払うという点では、安佐南区の男性のようにならなくて良かったが、今のような窓口とか、どこにも相談するところがない、そして保険証が無いという方に対しても、対応ができていない、これでは広島市で今後同じようなことが起こるのではないかと危惧するので、そこらをどのように改善しようとしているのか、されたのかをお聞きしたいと思うのです。
事務局（塩満課長）　国保の運営協議会なので、事業運営のところに対して、私の立場方からお話させていただくのは差し控えさせていただいたほうが良かろうと思うのですが、副会長さん、いいですかね。今の国保の部分だけ事務局としてお話させていただくということでよろしいですか・・

吉岡副会長　そうですね。

事務局（塩満課長）　個々の運営協議会だから、舟入病院でという部分を、どうなっているとかいうのは正直に申し上げて、正確には承知しておりませんし、その部分をお話しするのはどうかと思いますので・・

秦委員　保険料が払えなかったわけですから・・・
事務局（塩満課長）　それは、だから舟入病院に限った話ではないですし・・・

秦委員　だから、要するに、その方もちゃんと保険料が払えていたら、この方も１０年前に仕事を無くして、後は、アルバイトをしながら生計を立てていたのが、保険料が払えずにずぅーと来て資格証になっていたわけです。だから、そういう点ではもう少し相談にいっても、先ずお金のことを言われるわけです。だから、なかなか行かれなかったわけです。それをもう少し対応をしてもらったらと思うのです。

事務局（塩満課長）　ソーシャルワーカーが居るかいないかと、資格証のとこは関係がないですよね。
長﨑委員　どこの病院に行っても、資格証を持って来られただけでは１０割をいただかざるを得ない、それはしようがないことだと思います。それは、個々の話の中で、要するに国保の保険料を払わない人も、保険料を出してやりましょうということを決めればいいわけで、要するに保険料を払わないことを正当化するのであれば、私は市の財政から何ぼでもお金を入れて貰って、その人らを税金で面倒を見ればいいわけですから、なら、最初から国保なんかは止めて、市の税金でやればいいということになる。資格証明者の人が病院に来るということで１０割取ることは、我々医者はどうやって生活すればいいのですか、それは困るわけですから、保険というシステムをどう構築してくるかは問題であろうと思う。だから、それはワーキングプアーに人とか、そういう人等をどういうふうな保護の仕方をするのかとか、別の行政の福祉として考えていただくとかいうことが一番であろう。国保のお金を払わない人を、保険を受ける資格まで、それを担保しなければいけない我々広島市民の立場があるのか、どうかというのは僕は疑問だと思う。
保険というのは保険料をかけているからお金が貰えるのだと思うし、舟入病院は広島市の市立病院だから、同じ財布でやっているのだから何とかしろという議論をするのなら話は別ですが、それより、なにより、そういう保険料を払っていない人のソーシャルワーカーが、どこにあるべきかというのは舟入病院にあるべきではなくて、区役所とか、そういうところにあるべきことだろう。それは福祉として存在すべきことだろうと、ただ、この国保というものに関しては、お金を払っている人が保険を受ける権利があるわけで、お金を払っていない人は、それなりのペナルティーがあることはしようがない、そのペナルティーのかけかたは、秦委員が前から言われているようにいろんなところの問題点があるのなら、それは直していくべきですが、資格証を持っている人間が病院に行って「何とかせいや」ということは我々立場で言えないだろうと思う・・・いや、いや、だから舟入病院ではなくて、長崎病院だったら、そのことを「長崎病院は今どうなっているんなら」と言われているようなものでしょう。そういう意味だと僕は思います。
事務局（塩満課長）　前段のほうの質問を回避したかったわけではなくて、答えるべきことと、そうじゃないことがあると思ったので、で、前段のほうの見直しはどうなっているという部分の話をお答えしなくてはいけないでしょうから、ただ、この資格証明書というのは、我々は法に基づいて行政をやっています。国民健康保険法第９条に具体の規定がされています。一定期間保険料を滞納した場合、保険料を納められない特別の事情がない場合、この場合で一定期間、これは１年ですが、１年以上保険料を滞納した場合には、被保険者証の返還を求めるものとする。求めてもよいとするじゃなくて、求めるものとする、で、保険証の返還を求めた場合には、これに変えて資格証明書を交付するとなっています。いわゆる、保険者に義務付けられているわけです資格証明書の交付というのは、だから、我々はこの法に沿って運用します。ただ、今申し上げたように特別な事情というのがあるのです。保険料を納付できないと認められる特別な事情がない場合ということなので、特別な事情があれば、当然、それからは除外されますので、資格証明書を交付するそれ以前として被保険者証の返還を求めるのではなく、通常の保険証、あるいは、その有効期間の短い短期保険証というがありますが、こちらを交付するという運用を致します。
我々も今回のＮＨＫの報道を真摯に受け止めなくてはいけないということで、ちょっとだけ言わせていただくと、報道意図が強すぎましたね。あれはちょっとありきで報道されたようなところもあって、正直申し上げてＮＨＫに抗議すべき部分も正直あったのです。さっき言われたように広島市が、何かすごい極悪非道な行政をやっているような受け止められかたをして、我々としては、亡くなられたのは事実です。そこの部分を真摯に受け止めて、そういったことが２度とないようにしようと、そのためにどうすればいいのか今見直しをやっているのですが、ちょっと言う必要もなかったけど、その部分で、あの報道はないだろうと我々は感じた部分はあるのです。正確に伝えてないですね。資格証明書１０割、１０割、それだけだったですけど、確かに一旦は１０割ですが、申請をされれば７割部分は戻るという形の部分までは、せめて、正しく制度は紹介いただきたかったというのはあったりしました。ただ、そういった状況で資格証明書を持っておられる方が、亡くなられたのは事実ですし、こういったことが広島市で２度と起きてはいけないと考えております。

今具体的に行なっている見直しというのは、全ての状況が広島市は把握できているわけではありません。１年以上滞納期間があって、いろいろと嘱託の職員であるとか、市の職員が電話をしたり、個別の訪問をしたり、いろいろとするのですが、接触できないケースが正直に申し上げてあります。こういった場合に、今はもう期間が１年以上経過していますので、資格はありますよという証明書を送らないと無保険の状態になってしまう。保険証は有効期間がありますから、その有効期間が切れた後には資格証明書を送って、国保の資格はありますよという形のもので資格証明書をお送りしています。その場合に全ての状況が把握しきれていないという事実がありますので、そこの部分をいかなる方法で改善していくか、直ぐに職員数を増やすとか難しいので、今ある職員数の中でどういったことができるのか、更に見直した上で職員が必要であれば職員も増やすということも含めて、今、見直しをしています。具体的にどういった形でコンタクトを取るか、今までの形では充分ではなかったのだろうと、かなりやっているのですよ。嘱託の職員がかなり電話をかけたり、お宅を訪問したときには必ず一筆入れて帰るのですよ。「お伺いしましたが、お会いできなかったのでご連絡下さい」といったあたりの、ただ、それでも結果的に接触すら出来なかったということの結果として、ただ、保険料を払っておられる方との負担の公平、バランスというのもあります。そういったことで、今まで連絡が取れない方にも資格証明書を送っていましたが、そこをどうするのかということにかなり絞り込んで、今は検討しているところです。だから、検討の結果こういったところになりましたとは言い切れないが、そういった観点での見直しを行なっております。以上です。
土江委員　非常に見直しはして欲しいと思います。過日皆様のところにも送ってきた『国保新聞』ですか、あれに世田谷区のことが書いてあり、お目通しと思うのですが、世田谷区では、この資格証明書等々の発行するための、滞納処分ケースというのが７１７件から、１年後には約１５０件減ったということです。そのために何をしたかというと、財産調査を多量にしたということ、前年度は１４００件だったのが５６００件にも増やして、お金が本当に無くて払えないのと、逆に財産、資産があって収入がありながら払わないという悪質というか、そういう者がいる。その見極めの、今、言われた、会えないからでなくて、それは市民税とか諸々の税収があるのですから、それと同じく市役所の行政の中の縦割り、横割りはあるかもしれないが、そういうところの人を使って財産権、それを本格的に調査をしてもらわないと、悪徳な滞納者に対する滞納は会えなかったから、警告文書を出したから、電話をしたからだけではなくて、世田谷がやっている財産調査を積極的にやっていただきたいという要望が多々あります。
秦委員　先ほどの払わない方の関係というのではなくて、皆さんに渡した資料を見ていただいても、２枚目を見ていただくと、広島市の国保に加入している世帯の所得の分でも、一番多いところが１００万以上２００万未満、この前後、特に少ないところも大変多いのです。それと同時に生活困窮であったり、事業不振であるという方が圧倒的に多いわけです。つまり、払いたくても払えない、そういう状態があるのです。先ほど塩満さんが言われたように、資格証明書は１０割払っても後言ったら７割返ってくるのですといっても、その１０割がなかなか払えないから、国保料が払えないから資格証になっているわけであって、病院に行って１０割払えといっても、これは無理なのです。それと、これは間違っているかどうかを確認したのですが、あのテレビの中で、保険年金課の方が、その亡くなった方が病気であるかどうかを把握できなかったということが出ていました。この方が資格証であるけれども保険証を貰いたいと区役所に出かけたわけです。それで、幾らかお金を払って短期証を貰って帰ったわけです。ところが、結局、約束したお金もなかなか払えないままに、その分がまた資格証になってしまって、この方は一度も病院に行かれないまま亡くなったのです。相談に折角行ったときに、保険証が欲しいということは病院に係りたいという思いだと思うのです。だから、その時に、窓口が何か病気ですかとなれば、お金を払わなくても保険証を渡していただければ、この方も安心して病院に行けるのだと思ったと私は思うのです。ところが、その場でも幾らかお金を払って、やっと短期証を手に入れて、今までの滞納分をどう分割して、私も経験があるのですが、今までの滞納分と、これからの分をどう払いますかという話に必ずなったはずです。そると、約束したけど払えない、払わないと行かれない、これは普通の弱い立場の市民にとっては、約束したのに払えないというのは、なかなか行かれないのです。そういうところを変えていただかないと、又同じような事故、事件が起こるのではと私は思うのですが、いかがでしょうか
事務局（塩満課長）　これ、交渉の場面ではないので、あくまで国保運営協議会ですので、委員相互のご議論をお願いしたいと思いますが、今の部分で誤解があるようなので申し上げておきますが、この亡くなられた方は、個人情報なので詳細には申し上げられませんが、この方は平成８年ぐらいから滞納があったのです。その後ずぅーと資格証明書ではなくて短期保険証を出していた。正確には覚えていないが、平成１６年ぐらいから市外に転出されているのです。それで連絡が取れなくなった、で、その間に１年経過したので資格証明書になりますよね、その間に来れたから行けたじゃないか、秦委員がどこまでご存知で言われているのか分かりませんが、個々の具体例、この場合どうだと答えるのも難しいし、先ほどのように、生活困窮、事業不振のこういった方がこの数だから、こうだと統計的に話をするようなことでもないし、あくまで、先ほども意見を言っていただきましたように、今まで把握できていた、市としては術をつくしていたつもりで、現状把握に努めていたけれども、それが１００％把握できていなかった、そこを改善することが全てだと思っています。全て把握した上で、やみくもに短期保険証を出すということではなくて、きちんと納めていただいている方との負担の公平、バランスがありますので、その辺は制度をきちっと運営していく、その部分で現状を把握した上で悪質な者には取り立ても致しますし、取立てという表現はあれかな、差押かな、財産があれば当然差押もしますし、あくまで滞納整理も行ないます。ただ、そこをやみくもにやるということは、今まで以上により注意深くやっていきますということを申し上げているので、どうも議論がこの辺からこの辺にワープするような感じがするので、ちょっとその辺は違うと思います。
長﨑委員　ちょっと教えてもらえますか、短期保険証というのは、僕の認識では期間が短いだけだと思っているが、自己負担は変わるのですか、一緒なのですね。ということは、短期保険証を持っていて病院に行っていないということは、病院に行く意思がないということですよね。ということは、資格証明書になって、病院へ行かなかったからそれで死んで・・・僕は事例を知らなくて喋っていますので失礼があったらいけんが・・・自分の意思で前から行っていなかったということであって、資格証明書になったから、何かになったという意味とは違うのじゃないかという秦委員の今の話の流れはそうなのかと僕は単純に感じましたが、ただ、短期証を貰いに来られるということは、それはお金が払えないから何とかして欲しいということで来られるわけですよね。そういうときに、どういう手立てが・・・まぁ分割でお金を払いなさいよと、滞納したものをどういうふうに払っていくかだけの話をされるのか、当初言われた本当に困っている、正統な理由があればというようなところがありましたので、その正統な理由がどうなのかということを、どの程度調査されているのか、ここの１枚目に書いてある資格証明書の７千何人と短期保険証の１万２千何人との中で、その辺がどの程度本当に把握されて、どういうふうな形になっているのかが分かれば、説明していただきながら、今後そういう形を、要するに幅を広げるということが、たぶん、秦委員が言われている大切さだろうと僕は思うのです。本当に困っている人をいかに手助けする範囲を広げるかだけで、金を持っているのが、学校給食を払わないとか、ああいう話と同じレベルのものを助けてあげようなどは僕は必要ないと思う。だから、それをいかに手助けしてあげるかという、制度的に改善できるところを広げていったらどうかという意味では僕は秦委員と近い意見はもっていますが、ただ単に資格証明書を持っている人間が、死んだからそれは不幸であったと単純に言えるかどうかというのは僕は違うと思うのです。
事務局（塩満課長）　説明しますと、資格証明書７千４１６という、たまたまこの資料を見るとあるのですが、広島市で資格証明書というのは、１年以上特別な理由がなくて滞納しておられる方に出すのです。滞納期間が１年以上の方、時点がちょっと違うので正確ではありませんが、１万５、６千世帯あります。１年以上滞納している方、その内、特別事情があるから短期保険証になっている方がいて、結果的に資格証明書が７千数百というふうに思って下さい。だから、資格証明書も１年以上の滞納者が７千とか８千で、広島市としても特別の事情があれば、保険料を払えないという特別の事情があれば短期被保険証を交付しています。窓口に相談に来られても、これは均一じゃないから、区によってその対応のしかたが微妙に違ったり、職員のスキルの問題も正直に言ってあるのですが、基本的には払えないと言われても、何で払えないのかという部分をお伺いするようにしています。
例えば、病気がちで医療機関にかからなくてはいけないと言えば、病気という特別事情がありますし、例えば、ご高齢の方で自分は働きたいがなかなか職に就けないということであれば、これは失業という特別事情という項目があります。どれかに引っかからないかという形では納付相談には応じているわけです。そういう特別の事情が認められれば短期保険証を交付しています。保険料が納付できない特別な事情が無くて、その滞納期間が１年以上経過していれば、それは資格証明書を交付致します。そこを厳密にやることが、行政として一番やらなくてはいけいところだと思っています。ただ、そこをやみくもに、えい、やぁでやらないようにするために、現状を出来るだけ丁寧に把握しようと、そのための取り組みを今考えているということです。
長﨑委員　副会長にお願いしようと思ったのですが、今、お話を聞いていて私が分からないのは、広島市の国保自体が特殊な運営がされているのかという問題があると思うのです。数字を見れば一番少ないとか、多いとかいう状況にはないわけです。これも私はちょっと長いので、考えが余分なところへ行くのですが、政令市とか、こういうものの中で考えても、市の状況が違うのです。例えば、先般も結核の問題うんぬんという話になって、なるほどと考えたのですが、例えば、昨日もテレビでやっていましたが、大阪のあいりん地区であるとか、尼崎であるとか、特殊な地域というのは特殊な状況にあるのですね。札幌あたりも、正しいかどう分かりませんが、どちらかというと周辺部から冬は全部病院へ集まってくるという状況を聞いたりすると、果たしてどうなのか、市の国保協議会ですので、その辺の、広島市の国保が特別に何か変わったことをやっているのか・・・はい、実際、なかなか言いにくいと思うのですけど・・・だから、特殊なことをやっているなら正せばいいのですよね。ところが、例えば、市からの繰入金にしても、平たく申し上げると、２１万５千世帯が広島市の全世帯の中で、どれだけを占めているのか、こういう問題からいかないといけませんね、ですよね。全員が入っているのならば当然どういうことをやっても問題は起こらないが、半数なのか、どのあたりの数字か分かりませんが、どっちにしても国の補助金を貰って、国保のあれを貰って、そしてなおかつ足りなかったら、市から入れないと運営できないわけですからね。その辺の問題・・・私が理解ができないのだろと思うが、何か特殊なことがあればそのことを言っていただきたい
事務局（塩満課長）　特殊なことは無いつもりでいますが、なかなか分からないですね。国民健康保険の財政運営も都市によって違うのですよね。広島市の場合は単年度のゼロ精算しています。単年度で帳尻あわせをするのです。足りなければ一般会計から繰り入れるという形でやります。だから、１８年度でいうと約１１８億円、一般会計から繰り入れています。もろもろあって、一番分かりやすいのが、被保険者一人当たり平均保険料だと思うのです。市の努力だったり、一般会計から入れて保険料を安くするとか、で、これでいうと、今、政令市１７、だから、１８年度決算ベースでいうと１５の政令市があったのですが、広島市の被保険者一人当たりの平均保険料は、政令市で２番目に安いです。北九州市が一番安くて、２番目が広島市が被保険者一人当たり、手元に無いですが、７万９千２１８円とかいう数字が頭に残っているが、そのくらいの数字、８万円弱、これは政令市で２番目に安い金額になっています。そういう努力を広島市はしているつもりでいます。短期証とか資格証の部分でいうと、すごく極端に少ない数字があります、例えば、さいたま市の１９だとか、名古屋市の６１３だとか、悪質滞納者がこんなに少ないわけはないですよ。これははっきり申し上げます。さいたま市、悪質な滞納者が１９人などということはないです。これはきちっとした滞納整理をやっていないと僕は思います。広島市がいいとはいっていないですよ。極端なことを広島市がやっているかという質問にどう答えたらいいかという部分で、逆にここは異質だと思いますね。これだったら不誠実だと思います。きちっと納めている方に対して、で、広島市もいままでのやりかたでは充分ではないというのを、今回のクローズアップ現代という報道を通じて、本当は１ヶ月前に同じ報道があったのですが、ＮＨＫローカルで全く同じような放送があって、１ヵ月後ぐらいに全国版のクローズアップ現代という形になって、随分反響も大きくなって、いろいろとお叱りのメール、手紙を頂戴いたしました。これは、広島市がすごい悪い行政をやっているような感じで、国際平和文化都市を標榜する広島市が何たることかと、市外からも手紙を頂戴したりして、それでちょっと言い過ぎましたが、ＮＨＫがああいう角度で報道されるとそういうふうに見えるよねということがあって、我々としては、これはきちっと改めなくてはいけないのと、何でこんな報道をしたのかというのが正直な気持ちとしてあって、さっきは言い過ぎましたが、極端な行政運営をしているとは思っていないです。ほとんどの数字が中間どころをいっています。
吉岡副会長　あのテレビで言っていたのかは覚えていないのですが、これを対策するために行政と民生委員と町内会、社協、あれたちが相談しあって、生活保護のための働きをして助けたという話がありましたが、あれはどこでやっていたのですか
事務局（塩満課長）　滋賀県の野洲という町があって、そこは人口が５万なんですよ。やはり、人口５万と百十数万の広島市とちょっとね。難しいですね。まったくそれと同じことが出来るかというと、出来れば理想です。それぞれが持ち寄った情報を共有しあう、だた、この時に気をつけなければいけないのが個人情報です。行政だからといって、他所が持っている情報をそのまま見ていいかというと、例えば、税などは地方税法２２条で守秘義務があるのですよ。仕入れた情報を出せないというような、その辺をきちっとクリアーした上で情報を共有するという取り組みが必要だろうというので、あれも我々も勉強しています。そういった上手いこと知ったことを、我々が知れば、この人は病気だという情報が入れば、もしそれが我々が接触できていない人であれば、有難い情報なので、そういうことも検討していますが、今言った個人情報の部分がちょっとネックになるかなぁというのは感じています。
植田委員　私も良く分からないのですが、この資格証明書と短期保険証を持っておられる方、この対応は先ほど長﨑委員が言われたように、これは別の問題でしょう、国保の、それをどう医療費の補助をしていくかとか、助けていくかという状況ですよね。この国保のあれじゃ・・・別に検討することはないでしょう。これは福祉の問題です。収入が少ない、医療費が出せないという状況、それと２番目ですが、滞納がありますよね、７５億円ですか、ここに、これは決算段階で未収入金としてあげてあるのですか、それとも、あるところでは３年間ぐらい未納だと、それは落としていくとかいう状況、それはどうしているかということ、それと、先ほどこれを見ますと２１万５千円ぐらいあって、住民税方式で１０万８千世帯が払っていただいている。その１０万世帯というのは所得の割合がありますけど、控除等があると思いますから一概には言えませんが、基準所得額段階別調べというのがありますが、幾らぐらい以下の人が払っておられない、払わなくていいようになっているのですか、５０％しか払っていないでしょう、この２１万５千世帯の中から・・・質問です。
事務局（塩満課長）　先ず未収金という部分ですが、国民健康保険料の時効は２年です。だから、２年払わないと流れます。だから、広島市の１８年度決算で１８億か１９億だったかなぁ、正確には数字を覚えていませんが、それは不納欠損、本来、広島市が取らなければいけない金額を、１８億５千万ぐらいだったと思いますが、それは不納欠損という形で流れていっています。これは財政運営上かなり厳しいです。これは決算特別委員会あたりで「何をしているのか」ちゃんと滞納整理を含めた収納率向上対策に取り組みなさいと言われています。それとこの資格証というのはなかなかリンクしないというか、緩めるとそっちがというところもあったりして、非常に難しい問題だと思っています。
２番目の幾らぐらいからというのは、やはり世帯数によって、世帯人員によって随分違うのです。控除して課税されなくなるのは、世帯人員が増えれば扶養控除でどんどん金額が上がっていきますから、一概に幾らぐらいなら、これを負担しなくていいとか、その辺が言い難いところがあるので、これは申し訳ありません。世帯の数で、３人、４人という世帯だと、どうしても控除が多いので、所得は少々あっても保険料負担の無い世帯もあります。以上です。
吉岡副会長　本当に難しいですね。これ判断が・・・はい、どうぞ

秦委員　いろいろ努力をしていただいているのは分かりましたが、最後にお願いしたいのは、先ほどから言っていますように、保険証を欲しいという方については、いろいろ聞いていると言われていますが、特別の事情になっている場合は、国民健康保険法施行令第１条の３・４に書いてあるように、災害を受けたリ、盗難にあったりとか、病気にかかったりとか、事業を廃止したりとかいうような特別の事情の方は、お金が無かったら、その場で短期保険証を出していただくということと、先ほど副会長が言われたように、広島市のような大きなところでは出来ないと言っていますが、各区に分かれているわけですから、大阪の堺市が第３機関を設けてやるとかいうのは、人数を増やしたりとお金がかかるとは思うのですが、滋賀県の野洲市のような市民課を中心にしたネットワークを事実やっているわけですから、個人情報が何とか言っていましたが、それは全国どこも同じですから、そういう点では広島市も市民課だけでなくて、どこかを中心にしながら、ネットワークで多くの皆さんの状況を把握するということを是非やっていただきたいと思います。
事務局（塩満課長）　答えなくていいのかも知れないけど、きちっと特別事情があれば短期保険証を出しています。それをより適正にやります。で、野洲市のことをやっているのならオーケーと言われましたけど、それは危ないです。きちっとあれが大丈夫かどうか我々も検証した上で・・・小さいところはやらないと言ったつもりはないですよ。広島市でそのままやるのは難しいと申し上げました。その時のハードルとして個人情報というのがある。これはあります。他所でやっているから出来るだろうというのは違いますので、そこの部分はきちっと行政としてどこまでが情報として共有出来るのかというところは守らなければ、市民の皆さんにきちっとした行政はお伝え出来ないので、そこは誤解のないようにお願いしたいと思います。
吉岡副会長　はい、有難うございました。他にございませんか、はい、どうぞ

岸下委員　民生委員の立場からしますと、今、困られた方というのは生活保護を受ければ病院もただで、診てもらえますし、それしかないのではと思うのですけど・・

秦委員　民生委員さんも本当にご苦労様です。保険年金課に行って保険料が払えないということになると、じゃぁ生活保護にかかりなさいということになるのですが、生活保護というのも今は大変厳しいのです。例えば、車があるとか・・と思うのですが、今、医療費なり、保険料をきちっとしてもらえば、今後も車を使って仕事ができるという方にとっては、生活保護には行きずらいということもご理解いただいて、保険年金課に行くと生活保護に行きなさい、生活保護に行くと、保険年金課に行って何とかしてもらいなさい、こういうところで市民はいつも追いやられているという状況がありますので、そこら辺はすぐ生活保護とか言わないでいただきたいと思います。
事務局（佐伯局長）　何度も繰り返しになりますが、あくまでも資格証明書というものは、医療費を制限するためではなくて、制度そのものが納付機会を設けるため、まずは来て下さいということでして、その意味では、先ほど課長が申しましたように何か秦委員の話を聞くと、いかにも来ても払えないみたいなことを言われるので・・・先ほど言いましたように、一応相談がきて特別な事情がある方は、ちゃんとやっております。実際に滞納があっても短期証は半分しか出していないという事実をまずちゃんと把握していただきたいと思う。その上で、今回我々が反省しているのは、先ほどから言われているケースは、相手との接触が不可能だったわけです。ですから、その人が病気であるとかいうことを訴えていただければ、担当者が行ったつもりで、それも出来なかったので、状況がなくて相手が出来なければ資格証明書を送るしかない。さっき課長が言ったように、それさえもしないと無資格になってしますので、それがたまたま病気でああいうことになられたので、我々は今はそういうことを知っていますが、その事情が分からない方、連絡が取れない方を、これからは更にちゃんと把握できるような努力をしましょうということで、決して今やっているやりかたを改めようという気は一つもありませんから、今はある程度適切にやっていますが、ただ、その適切かどうかが分からない、グレーゾーンにいる方、状況が把握できない方をもっと、もっと、丁寧に把握しましょうということで、今、見直しをしておりますので、何か相談に行っても、すぐ生活保護に行けということは決してございません。そこで事情があればちゃんと言っていただければ、課長が申していますように、その場で保険証が必要な方は交付しておりますので、何回も言いますが、これからやろうとしているのは、そういうことをやっておりながら、それでもまだ分からない方を何とか行政の側からやっていこう。ただ、さっき言われた他所のケースで言えば、つかんだ情報を勝手に行政が、本人の許可を得ずにやるというのは課題がありますので、本人の了解があれば別です。例えば、他のところが行って、あなたの状況は保険年金に伝えましょう、お願いしますということであれば一切問題はありませんが、そういう情報を持って逆に保険年金からアタック出来ますが、そうでなく「ほっとけ」などと言われた場合に、それを一方的にやるのは難しい課題があるから、そこらも出来ることは確かに改善はしていきますが、他所がやっているのだからやれというのは、全部そういうことがクリアー出来た上でやっているのか、どうかというのは果たしてというのがありますので、ご指摘の点は重々、長﨑委員も言われていたが、我々も問題がないとは言っておりませんので、それを実態、一人一人に合うような形で出来ることをやっていきたいということでございますので、ご理解いただけばと思います。よろしくお願いします。
吉岡副会長　はい、有難うございました。局長さんの話はよく分かったと思うのですが・・・秦委員

秦委員　その辺で是非お願いしたいと思うのです。ただ、局長さん、お願いしたいのは、市民は滞納していることに対して、大変申し訳ないと思っているわけです。私のところに相談に来られた方も、例えば、サラ金などで多重債務の方が来られてその話を聞くのですが、もしこの方は、税金、国保料も滞納していないかと思って、こちらからお体はどうですかなどとお聞きすると、実は・・・とわーと出てくるわけです。そういう点では本人が言ってくれればと言われますが、本人はなかなか言えないのです。ですから、窓口で払えないという方には、一言、お体どうですかと、そちらから声をかけていただくと、市民としては実はこうなのですということも・・・はい、是非役所から声をかけていただきたいと思います。
長﨑委員　資格証明書が送られてくるということですが、それはいままで１年以上払っていなかったし、その資格証明書が行くのだろうと思うのですが、もし、送られてきた人が病気になった時にどうしたらいいかとか、そういうようなことを一緒に書いてあるものがあるのでしょうか、そういう時には役所に来てもらったら短期証とか、要するに、ただぽんと送られているだけではなく、その周りを少しフォローするような形とか、そういう窓口に来ない人を何ぼ窓口で説明しろといっても無理な話ですから、送った段階で何か困った時にはこうしなさい、こうしなさいというフォローが出来ていれば、今、秦委員が言われているようなことは充分対応されていることになるのかなぁと思う。
事務局（塩満課長）　先ずはお越しくださいとやるのです。お越しいただけないのでお送りするのですが、その際には、特別な事情があれば短期保険証を交付しますという文書を添えてお送りしています。

長﨑委員　だから、それが病気になった時にそういう注釈が書いてあるかどうかです。
事務局（塩満課長）　例えば、具体もあるが、単純な話、医療機関に行くための保険証ですよね、いろんなケースがあるのです。保険料を納付出来ない病気であれば出します。例えば、実際にあった例ですよ。小指を落としたので病院に行かにゃぁいけん、で、保険証を出せ、出せませんわね。
長﨑委員　いや、そういう意味ではなくて、要するに、病気になった時にまず来てもらえば、短期保険証が出せるのか、出せないのか、そこで判断が出来るわけです。だから、とにかく病気になったらその資格証明書を持って来てくれさえすれば、何とか対応出来ますよということの、要するに困ったら何か相談してくださいといえば、困ったら来るわけですから、先ほど、秦委員が言われるように、金を払っていない負い目はあるわけですから、大手を振って行くのはその小指を落としたような人ぐらいのことで、他の人間はやはり負い目があれば、「あぁ、しようがいなぁ、払ってないのだから」という気持ちで引っ込んでしまうというのが一番怖いと思うのです。そこに何らかの手立てがあるので、来て相談していただければ、何らかの対応が出来るかも分かりませんとかいう、少し手を差し伸べる形のことがあれば、そういう不幸な事例はなくなるのではないかと思うので、それを検討していただければと思います。
事務局（塩満課長）　おっしゃる通りだと思います。そこの部分を丁寧にやるということで、今も我々が検討しているのは、その辺も含めてどういうやり方がいいのか、皆さんのバランスも考えてというのがあるので、今のは参考にさせていただきます。有難うございました。

吉岡副会長　はい、有難うございました。他にはございませんか、時間も迫っておりますけれど・・・今日は実のある意見がたくさん出たように思うのですが・・・ございませんか・・・では以上をもちまして今日の議題は終了いたしましたので、第４回の運営委員会は終了させていただきます。どうも有り難うございました。
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